
１　予算額 

（１）一般会計及び特別会計 （単位：千円） 

（２）公営企業会計 （単位：千円） 

２　補正予算の主な内容 

一般会計補正予算（第１号） 
ア　主な歳入 （単位：千円） 

（１） 

令和８年第２回観音寺市議会定例会補正予算案の概要について 

会 計 区 分 補 正 前 予 算 額 補 正 額 補 正 後 予 算 額

一 般 会 計 34,210,000 170,403 34,380,403 

国 民 健 康 保 険 事 業 6,790,000 0 6,790,000 

国 民 健 康 保 険
伊 吹 診 療 所

55,000 0 55,000 

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 1,383,000 542 1,383,542 

介 護 保 険 事 業 5,880,000 0 5,880,000 

介 護 予 防 サ ー ビ ス
事 業

48,000 0 48,000 

粟 井 財 産 区 800 0 800 

粟 井 坂 瀬 山 林 14,613 0 14,613 

計 14,171,413 542 14,171,955 

合 計 48,381,413 170,945 48,552,358 

名 称 区 分 既 決 予 定 額 補 正 額 補 正 後 予 定 額

収 益 的 収 入
及 び 支 出

収 入 1,467,494 0 1,467,494 

支 出 1,460,991 10,555 1,471,546 

資 本 的 収 入
及 び 支 出

収 入 251,795 0 251,795 

支 出 695,287 0 695,287 

款 名 称 内 容 補 正 額

国 庫 支 出 金
生活保護扶助費負担金 25,163 

地域未来交付金 288,578 

寄 附 金 地方創生応援寄附金 20,000 

繰 入 金 財政調整基金繰入金 40,000 

市 債 道の駅建設事業 △ 288,700 
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（単位：千円） 

イ　主な歳出 （単位：千円） 

ウ　債務負担行為 （単位：千円） 

後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） 

公営企業会計補正予算 
ア　下水道事業会計補正予算（第１号）

財 源 内 訳

地方創生応援基
金費 

企業版ふるさと納税制度により寄
せられた寄附金について、基金へ積
み立て後年の事業に活用する。 

20,243    20,243  

ふるさと
活力創生
課 

同報系デジタル
無線整備事業　　　　　　　　　　　　　　　　　 

Jアラートシステムが新たな防災気
象情報に対応したことに伴い、防災
行政無線の受信機を改修する。 

13,200   13,200   
危機管理
課 

生活保護扶助費
（追加分） 

生活扶助基準改定に関する最高裁
判決を受け、対象者に対して生活保
護費等の追加給付を行う。 

32,085 24,063    8,022 
社会福祉
課 

観光施設整備事
業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

一の宮公園について、各施設が老
朽化していることから、利用者ニー
ズ等を踏まえたリニューアルを行う
ため、基本計画を策定する。 

7,150  3,982   3,168 
商工観光
課 

耐震改修対策支
援補助事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

補助申請の希望者が増加し、補助
金の不足が見込まれるため増額す
る。 

4,600 2,300 1,150   1,150 建設課 

南・西統合公民
館建設事業 

土地収用法による公共事業の認定
申請に向け、建設用地の取得に係
る費用を補正する。 

58,000   52,200  5,800 
文化振興
課 

令和９年度から 

令和11年度まで 

令和９年度から 

令和13年度まで 

（２） 

（３） 

市 債
同報系デジタル無線整備事業 13,200 

公民館施設整備事業 52,200 

事 業 名 称 内 容 補 正 額 主 管 課国 庫
支出金

県
支出金

地方債 その他
一 般
財 源

事 項 名 称 内 容 期 間 限 度 額 主 管 課

豊浜こども園給食調
理業務等委託事業 

事業者を選定し、令和９年度から３年間
の給食調理業務を委託する。 

108,240 
子育て支援
課 

市民会館管理運営事
業 

指定管理者を選定し、令和９年度から5
年間の施設管理運営業務を委託する。 

550,000 文化振興課 

　自治体システムの標準化に伴い、本市の後期高齢者支援システムと後期高齢者医療広域連合の広域連合標準シ
ステムを連携させるためのシステム改修を行う。 

　収益的支出について、処理施設の修繕予算の不足が見込まれるため、増額補正する。また、令和９年度から３
年間の下水道施設維持管理業務委託の債務負担行為を設定する。 


